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貧困関連用語解説1 

(1) 貧困指標 
用語 解説 
絶対的貧困 
Absolute Poverty 

 

ある最低必要条件の基準が満たされていない状態を示す。一般的には、人間として

生存するために最低限必要とされる食糧と食糧以外のものが購入できるだけの所

得または支出水準（＝貧困線）に達していない状態を絶対的貧困と定義する。 
相対的貧困 
Relative Poverty 

ある地域社会の大多数よりも貧しい状態を示す。例えば所得が地域内の下位 10％に属す
る人は、衣食住が満たされていても相対的貧困者となる。また中所得国以上では、人間

の生存の為に最低限必要な食糧と食糧以外の日常品ではなく、その社会で一般的な生活

を送るために必要な収入・支出水準を元に相対的貧困線を設定する国もある。OECDな

どでは中位可処分所得の 50％の水準を高所得国の相対的貧困線と定義している。 
貧困線 
Poverty Line 

所得または支出水準が最低限の必要を満たす水準が貧困線であり、それに達しない

層（=貧困者）が全人口に占める割合を貧困率・または指数として示す。これによ

り表される貧困を経済的貧困、所得貧困とも言う。 
国際貧困線 
International 
Poverty Line 

MDGs を機に、国際的な絶対的貧困線として「１日１ドル未満」が設定された。国

際貧困線以下の人口が世界の絶対的貧困者の数であり、その割合が国際貧困率とし

て算出される。1993 年購買力平価での最貧 15 か国の貧困線の平均が月 32.74 米ド

ル（一日 1.08 米ドル）であったことから、MDGs 指標として一日 1 ドルの指標が

採用された。最貧国の国別貧困線の各国の物価は異なり、同じ１ドルで購入できる

ものには大差があるため、購買力平価（Purchasing Power Parity：PPP）を用いて、

米国での１ドルの購買力に相当するように調整されている。2005 年以降の貧困線

は物価上昇などを加味し、2008 年購買力平価における最貧 15 か国の貧困線の平均

から、一日 1.25 ドルが国際比較のための絶対貧困線とされている
2
。 

国別貧困線 
National Poverty Line 

国ごとの実情を反映し、各国政府が家計調査のデータなどに基づいて独自に設定し

たのが国別貧困線である。国内における物価の差異に対応するため、都市、地方、

あるいは地域ごとに設定された異なる貧困線を元に、統計的に国家貧困線を算出す

る場合もある。多くの発展途上国では、下記のベーシックニーズ貧困線が国別貧困

線とされている
3
。下記の食糧貧困線とベーシックニーズ貧困線は、国により

Upper/Lower Poverty Line や、Poverty Line/Extreme Poverty Line など様々な表

現があるため、定義によっていずれであるかを判断する必要がある。 
食糧貧困線 
Food Poverty Line 

人間が生存していく上で、最低限必要なエネルギーを摂取できる支出レベルを算出

したもの。摂取エネルギーは、FAO が提唱する成人の一日に必要なカロリー（2100
カロリー）を基準に、国ごとに設定される場合が多い。そのカロリーを摂取するた

めの基本的な食糧の種類や構成は国ごとに設定され、都市・地方、あるいは地域の

差異も配慮される場合がある。 
ベーシックニーズ貧困線 
CBN/Basic Needs  
Poverty Line 

ベーシックニーズ費用手法（The Cost of Basic Needs Method: CBN）を用い、食

糧貧困線に非食糧、すなわち衣類、住居、医療などのための最低限の支出金額を足

して算出される。 
非食糧貧困線 
Non Food 
Poverty Line 

非食糧ニーズの種類や構成は国ごとに設定され、都市・地方、あるいは地域の差異

も配慮される場合も多い。また、所得貧困（Income Poverty）という表現がされ

ることが多いが、途上国での貧困率の算出に使用されるのはほとんどの場合支出に

関するデータである 。 

                                                 
1 主に国際協力総合研修所 2008 年 3 月『指標から国を見る～マクロ経済指標、貧困指標、ガバナンス指標の見方』

（http://jica-ri.jica.go.jp/IFIC_and_JBICI-Studies/jica-ri/publication/archives/jica/field/pdf/200803_aid02.pdf）、世界銀行

（2009）Measuring Poverty and Inequality（http://go.worldbank.org/4WJH9JQ350）を元に作成。 
2 World Bank (2008) Dollar a Day Revisited （http://go.worldbank.org/SMQ2FCW4J0） 
3 World Bank (2012) Poverty Measurement Methodology by Country (http://go.worldbank.org/OP02MEZ880)  

http://jica-ri.jica.go.jp/IFIC_and_JBICI-Studies/jica-ri/publication/archives/jica/field/pdf/200803_aid02.pdf
http://go.worldbank.org/4WJH9JQ350
http://go.worldbank.org/SMQ2FCW4J0
http://go.worldbank.org/OP02MEZ880
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用語 解説 
貧困ギャップ率・指数 
Poverty Gap Ratio・
Index、P1 

貧困率が貧困の発生頻度を表すのに対し、貧困ギャップ率は貧困の平均的「深さ

（depth）」を表すために用いられる。通常、国別貧困率を元に算出される。 
貧困ギャップ率は、国民の収入または支出が貧困線に対して何パーセント下回って

いるか（乖離しているか）を、貧困線以上の人々の乖離率をゼロとして計算した数

値である
4
。貧困ギャップ率に貧困線と人口を乗じた数字が、貧困削減のための最

低限の必要な費用であるとされ、政策上の目安となる。 
二乗貧困ギャップ率・指数 
Squared Poverty Gap 
Ratio ･ Index/Poverty 
Severity Ratio･Index､P2 

貧困の極端な「深刻さ（severity」を表すために用いられる。通常国別貧困率を元

に算出される。二乗貧困ギャップ率は、貧困線からの乖離率を二乗したもので、乖

離率が高ければ（貧困の深刻度が高い）、より大きく数値に反映される。 

 
(2) 不平等指数 
用語 解説 
ジニ係数・指数 
Gini Coefficient,  
Gini Index 

国や地域の所得（または消費）の平等・不平等度を示す指標。完全に平等な社会で

は０になり、完全に不平等な社会では１となる。なお、世界銀行の統計などではパ

ーセンテージ表示のジニ指数（Gini Index）を用いており、完全に不平等な社会を

100 で表す。通常 30 から 50 の範囲になることが多く、40 を超えると社会が不安

定になると一般的に言われている。 
所得階層別の所得シェア 
Percentage Share of 
Income or 
Consumption 

ジニ係数を算出する基礎となるもの。人口を所得水準で階層分類し（五分位または

十分位）、国全体の所得のうちそれぞれの階層が占める割合を％で表示。一般的に、

五分位の最下層 20％が全体の 6－10％の消費を行い、最上位 20％が全体の 35－
50％の消費を行っている場合が多い。 

 
(3) 開発指数 
用語 解説 
人間開発指数 
Human Development 
Index：HDI5 

人間開発の３つの基本的側面（①寿命、②知識、③生活水準）を総合して、各国の

達成度を測定、比較するための指数。経済指標のみでは表せない国の開発の度合い

を表す尺度として、UNDP が 1990 年に刊行した『人間開発報告（Human 
Development Report）』の中で用い各国のランキングを行ったことに始まる。算出

方法は、①平均寿命指数、②教育指数（成人識字率と初等・中等・高等教育総就学

率）、③GDP 指数（１人当たり実質 GDP（PPP））について、それぞれの最大値を

１、最小値を０として算出し、３つの平均値をとる。2010 年より HDI の派生指標

として不平等調整済み HDI（IHDI）が導入されている。また、それまで発表されて

いたジェンダー開発指数（GDI）とジェンダーエンパワメント指数（GEM）に代わ

ってジェンダー不平等指数（GII）が、人間貧困指数（HPI）に代わって多次元貧困

指数（MPI）が導入された。 

                                                 
4 World Bank (2009) “Handbook on poverty and inequality” （http://issuu.com/world.bank.publications/docs/9780821376133.） 
5 HDI の詳細については UNDP HDI 公式ウェブサイト（http://hdr.undp.org/en/data/about/） 
 UNDP 東京事務所から日本語でも入手可能。

http://www.undp.org/content/tokyo/ja/home/library/human_development/human_development1.html） 

http://issuu.com/world.bank.publications/docs/9780821376133
http://hdr.undp.org/en/data/about/
http://www.undp.org/content/tokyo/ja/home/library/human_development/human_development1.html
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(4) その他 
用語 解説 
ミレニアム開発目標 
(Millennium 
Development Goals: 
MDGs)6 

2000 年 9 月、ニューヨークの国連本部で開催された国連ミレニアム・サミットに

参加した 147 の国家元首を含む 189 の国連加盟国代表は、21 世紀の国際社会の目

標として「国連ミレニアム宣言」を採択した。この宣言と 1990 年代に開催された

主要な国際会議やサミットでの開発目標をまとめたものが MDGs である。MDGs
は国際社会の課題に対して、2015 年までの達成を目指す期限付きの 8 つの目標、

21 のターゲット、60 の指標を掲げている。貧困に関する様々な経済的・非経済的

指標が取り上げられているが、その第 1 目標が、「一日 1.0 ドルの未満（2005 年以

降は 1.25 ドル）の絶対的貧困線以下の人口を半減する」という目標である。 
脆弱度分析と地図化

(Vulnerability Analysis 
and Mapping: VAM)7 

食糧安全保障の観点から、「人々が最低限の厚生水準を維持できないほど、食糧へ

のアクセスや食糧消費が急速に低下する可能性」を「脆弱性」と定義し、地域別の

脆弱度を地図化したものが VAM である。WFP が緊急食糧援助を行う際、援助を最

も必要とする人々や地域を選定し、効果的な支援を行うために開発した。 
VAM は、包括的食糧安全保障・脆弱度分析（CFSVA）、食糧安全保障モニタリン

グ・システム、GIS データを用いた空間分析と地図化の３つの活動からなる。

CFSVA では、社会政治環境、地理・気象条件、マクロ経済、教育・保健水準、農

業、環境などの観点から食糧安全保障と脆弱性に影響を与える要素を包括的に分析

する。既存のデータに加え、家計調査や市場価格調査などを組み合わせ、「どのよ

うな社会グループ（生計活動や食糧入手手段）が影響を受けやすいか」などの分析

も行う。 

 

                                                 
6 MDG については国連 MDG 公式ウェブサイト（http://unstats.un.org/unsd/mdg/default.aspx） 
7 VAM に関しては WFP VAM ウェブサイト（http://www.wfp.org/food-security） 

http://unstats.un.org/unsd/mdg/default.aspx
http://www.wfp.org/food-security
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（略語集） 

略語 正式名称 日本語名 

ACT Artemisinin-based Combination Therapy アルテミシニン誘導体多剤 
併用療法（マラリア治療） 

AfDB African Development Bank アフリカ開発銀行 

AMISOM African Union Mission in Somalia アフリカ連合ソマリアミッション 

BTVET Business, Technical, Vocational Educational 
Training 商業・技術・職業教育訓練 

CDIAC Carbon Dioxide Information Analysis Center 二酸化炭素情報分析センター 

COMESA Common Market for East and South Africa 東南部アフリカ共同体 

DAC Development Assistance Committee 開発援助委員会 

DDRR Disarmament, Demobilization, Reinsertion and 
Reintegration 

元兵士の武装解除・動員解除・

社会復帰・本国への帰還（事業） 

EAC East Africa Community 東アフリカ共同体 

FAO Food and Agriculture Organization 国際連合食糧農業機関 

GDP Gross Domestic Product 国内総生産 

HDI Human Development Index  人間開発指数 

HIV/AIDS Human Immunodeficiency Virus/ 
Acquired Immune Deficiency Syndrome 

免疫不全ウィルス/ 
後天性免疫不全症候群 

IDPs Internally Displaced Persons  国内避難民 

IOM International Organization for Migration 国際移住機関 

IPTp Intermittent Preventive Treatment in pregnancy 妊婦に対する間欠的予防治療

（マラリア） 

IRS Indoor Residual Spraying 室内残留性噴霧 

ITN Insecticide-Treated Net 防虫処理済蚊帳 

JICA Japan International Cooperation Agency 国際協力機構 

JOGMEC Japan Oil, Gas and Metals National Corporation 独立行政法人石油天然ガス・ 
金属鉱物資源機構 

LRA Load’s Resistance Army 神の抵抗軍 

MDGs Millennium Development Goals ミレニアム開発目標 

MDRP Multi-country Demobilization & Reintegration 
Program 

複数国間における兵士除隊と

社会復帰プログラム 

MoES Ministry of Education & Sports 教育・スポーツ省 

MoFPED Ministry of Finance, Planning and Economic 
Development 財政計画経済開発省 
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略語 正式名称 日本語名 

NEMA National Environment Management Authority 国家環境管理局 

NDP National Development Plan 国家開発計画 

NTMP National Transport Master Plan ウガンダ国家運輸交通 
マスタープラン 

ODA Official Development Assistance 政府開発援助 

OECD Organization for Economic Co-operation and  
Development 経済協力開発機構 

OPM Office of the Prime Minister 首相府 

PDRP Peace, Recovery and Development Plan for 
Northern Uganda ウガンダ北部平和構築計画 

PEAP Poverty Eradication Action Plan 貧困撲滅行動計画 

PRDP Poverty Reduction Development Paper 貧困削減開発ペーパー 

RDT Rapid Diagnostic Test マラリア迅速診断試験法 

SP Sulfadoxine-Pyrimethamine スルファドキシン/ピリメタミン 
（マラリア治療薬） 

UBOS Uganda Bureau of Statistics ウガンダ統計局 

UNDP United Nations Development Plan 国連開発計画 

UNHCR United Nations High Commissioner for Refugees  国連難民高等弁務官事務所 

UNHS Uganda National Household Survey ウガンダ全土家計調査 

UNOCHA United Nations Office for Coordination of 
Humanitarian Affairs  国際連合人道問題調整事務所 

UNRA Uganda National Roads Authority ウガンダ国道公社 

WFP United Nations World Food Programme 国際連合世界食糧計画 

WHO World Health Organization  世界保健機構 
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（要約） 

章 項目 概要 
I章 貧困の概況 ・北部地域は、20年以上継続していた反政府組織による長期紛争の影

響のために、中・南部地域の貧困層が 40%以下であるのに対し、北
部地域は 60%以上である。 

・1992 年時点で 56.4%存在した絶対的貧困層が、2009 年では 24.5%
までに減少したものの、北部地域の絶対的貧困層は 46.2%と深刻な
状況である。 

・1990 年代以降 8%前後の高度経済成長率を維持してきたが、
2012~2013年は 5.1%と成長率がやや鈍化している。 

・ウガンダの HDI は 161 位（2012 年）であり、サブサハラ諸国にお
いては平均値を若干下回っている。 

・MDGs については、「エイズの蔓延を防いで減少させること」や「後
発開発途上国の特別なニーズに取り組む」の 2点の状況が悪く、2015
年の目標達成が厳しい状況である。 

II章 国家開発計画等 ・1997年に「貧困行動撲滅計画（PEAP）」を策定した。その後、2000
年の PEAP II、2004年の PEAP IIIへと引き継がれた。 

・2010 年には、30 年以内に天然資源・情報産業開発による近代的産
業国家へ変革することを目標とした新５ヵ年国家開発計画

「NDP2010/2011-2014/2015」を策定。 
・上記計画は、今後 30年間にわたり 5年ごとに 6回策定される見込み
であり、2015年に改定が予定されている。 

・ウガンダ北部を支援するための平和構築計画「PDRP」は、第二フ
ェーズに入っており、帰還民の農業生産支援を重視している。 

III章 
｜ 

VI章 

貧困の主な 
背景・要因 

・北部地域の貧困状況が著しく深刻な状況にあり、南部は貧富の差も

小さく、貧困率が大きく改善されていることが特徴である。 
・20年もの長期間にわたる紛争の影響やイギリスから独立する以前か
らの南部優遇政策などが貧困の背景にあると考えられる。 

・IDPs、元戦闘員、孤児、寡婦、障害者など紛争によって発生した社
会的排除グループが存在する。 

・干ばつによる被害、HIV に対する認識の低さからの被害拡大、不十

分な家族計画、紛争後の急激な人口増加などが課題となっている。 
VII章 JICAの重要課題

と貧困との関係 
・道路や電力などインフラ整備：貨物と旅客輸送の 90%以上は道路輸
送に依存しているものの、全道路網の内 6%が舗装されているのみで
あり、地方道路データベースが十分に整理されていない。電力は、

ウガンダ全人口のうち 9%だけがアクセス可能という非常に限定さ
れた状態である。 

・農村部の所得向上：メイズに偏った主要穀物生産、灌漑の未整備と

未熟な農業技術等が指摘されている。 
・社会基盤整備：安全な水を継続して利用できる人口割合は 68%、保
健医療施設は貧困層の多い北部に行くほど少なく、トイレのない割

合も北部が 24.9%と最も高い。 
・教育：1997年より進められてきた初等教育無償化政策により就学率
が上昇したが、北部地域では教育を受けていない者が 22.8%と最も
多い。また、初等教育修了の有無が、収入や妊産婦死亡率などに影

響を及ぼしている。 
・平和構築：約 20年の長期紛争により国内避難民が発生し、キャンプ
生活を強いられてきた人々がいるが、2006年の和平交渉開始ととも
に治安が回復され、元々住んでいた地域への帰還が開始した。それ

に伴い、帰還地域の社会生活基盤の未整備や土地所有に関する争い

が問題となっている。 
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巻頭図表-1(a) 主要指標一覧（2001 年～2011 年） 

 
（出典）JICA 研究所（2013 年 11 月版） 
https://libportal.jica.go.jp/fmi/xsl/library/public/data/Index/Africa/Uganda.pdf（2013/12/23 アクセス） 
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巻頭図表-1(b) 主要指標一覧（2001 年～2012 年） 

 
（出典）JICA 研究所（2013 年 11 月版） 
https://libportal.jica.go.jp/fmi/xsl/library/public/data/Index/Africa/Uganda.pdf（2013/12/23 アクセス） 
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巻頭図表-2 我が国の対ウガンダ援助実績（2007 年～2011 年） 
 

 

 

（出典）日本国外務省(2012) 「政府開発援助（ODA）国別データブック 2012」 P.384 
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巻頭図表-3(a) 貧困率・貧困ギャップ率・二乗貧困ギャップ率 大地域別 
（2009/2010 年） 

 

  

 

（出典）Uganda Bureau of Statistics (2010) 
“Uganda National Household Survey (UNHS) 2009/10” P.75～76 

http://www.ubos.org/UNHS0910/unhs200910.pdf （2013/10/23 アクセス） 
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巻頭図表-3(b) 貧困率・貧困ギャップ率・二乗貧困ギャップ率 小地域別 
（2009/2010 年） 

 

 

 

（出典）Uganda Bureau of Statistics (2010) 
“Uganda National Household Survey (UNHS) 2009/10” P.75～76 

http://www.ubos.org/UNHS0910/unhs200910.pdf （2013/10/23 アクセス） 
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巻頭図表-4(a) ジニ係数 大地域別（2009/2010 年） 
 

 

 

 

（出典）Uganda Bureau of Statistics (2010) 
“Uganda National Household Survey (UNHS) 2009/10” P.85～86 

http://www.ubos.org/UNHS0910/unhs200910.pdf （2013/10/23 アクセス） 
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巻頭図表-4(b) ジニ係数 小地域別（2009/2010 年） 
 

 
 

（出典）Uganda Bureau of Statistics (2010) 
“Uganda National Household Survey (UNHS) 2009/10” P.85～86 

http://www.ubos.org/UNHS0910/unhs200910.pdf （2013/10/23 アクセス） 



貧困プロファイル（平成 25 年度） 
ウガンダ国 編 

xxi 

巻頭図表-5 HDI 指標（1980～2012 年） 
 

 

 
 

 

 

 

 

（出典）UNDP(2013) “Human Development Report 2013” P.2 
http://hdrstats.undp.org/images/explanations/UGA.pdf（2013/10/23 アクセス） 
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巻頭図表-6(a) MDGs 達成状況図（2010 年） 
 

 

 

（出典）Ministry of finance, planning and economic development, UGANDA (2010) 
“Millennium Development Goals Reports for Uganda 2010” 巻頭 P.iii 

http://www.undp.org/content/dam/undp/library/MDG/english/MDG%20Country%20Reports 

/Uganda/Uganda_MDGs_Report_2010.pdf （2013/10/11 アクセス） 
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巻頭図表-6(b) MDGs ターゲット 1 各指標値の推移（2010 年時点） 
 

 

 
（出典）Ministry of finance, planning and economic development, UGANDA (2010) 

“Millennium Development Goals Reports for Uganda 2010” 
http://www.undp.org/content/dam/undp/library/MDG/english/MDG%20Country%20Reports 

/Uganda/Uganda_MDGs_Report_2010.pdf （2013/10/11 アクセス） 
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巻頭図表-6(c) MDGs ターゲット 2～4 各指標値の推移（2010 年時点） 
 

 
 

（出典）Ministry of finance, planning and economic development, UGANDA (2010) 
“Millennium Development Goals Reports for Uganda 2010” 

http://www.undp.org/content/dam/undp/library/MDG/english/MDG%20Country%20Reports 
/Uganda/Uganda_MDGs_Report_2010.pdf （2013/10/11 アクセス） 
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巻頭図表-6(d) MDGs ターゲット 5 各指標値の推移（2010 年時点） 
 

 

 
 

（出典）Ministry of finance, planning and economic development, UGANDA (2010) 
“Millennium Development Goals Reports for Uganda 2010” 

http://www.undp.org/content/dam/undp/library/MDG/english/MDG%20Country%20Reports 

/Uganda/Uganda_MDGs_Report_2010.pdf （2013/10/11 アクセス） 
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巻頭図表-6(e) MDGs ターゲット 6 各指標値の推移（2010 年時点） 
 

 
注：Table11 には原典に指標値の記載ミスが存在する。 

 

（出典）Ministry of finance, planning and economic development, UGANDA (2010) 
“Millennium Development Goals Reports for Uganda 2010” 

http://www.undp.org/content/dam/undp/library/MDG/english/MDG%20Country%20Reports 

/Uganda/Uganda_MDGs_Report_2010.pdf （2013/10/11 アクセス） 
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巻頭図表-6(f) MDGs ターゲット 7 各指標値の推移（2010 年時点） 
 

 
 

（出典）Ministry of finance, planning and economic development, UGANDA (2010) 
“Millennium Development Goals Reports for Uganda 2010” 

http://www.undp.org/content/dam/undp/library/MDG/english/MDG%20Country%20Reports 

/Uganda/Uganda_MDGs_Report_2010.pdf （2013/10/11 アクセス） 



貧困プロファイル（平成 25 年度） 
ウガンダ国 編 

xxviii 

巻頭図表-6(g) MDGs ターゲット 8 各指標値の推移（2010 年時点） 

 
注：Table17～18 には原典に指標値の記載ミスが存在する。 

（出典）Ministry of finance, planning and economic development, UGANDA (2010) 
“Millennium Development Goals Reports for Uganda 2010” 

http://www.undp.org/content/dam/undp/library/MDG/english/MDG%20Country%20Reports 
/Uganda/Uganda_MDGs_Report_2010.pdf （2013/10/11 アクセス） 
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巻頭図表-7 ウガンダ全土地図（行政区分） 
 
 

 
 

（出典）Uganda Bureau of Statistics(2012) “2012 Statistical Abstract” 巻頭 xvi ページ 
http://www.ubos.org/onlinefiles/uploads/ubos/pdf%20documents/2012StatisticalAbstract.pdf 

（2013/10/29 アクセス） 
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巻頭図表-8 ウガンダ貧困地図（2012 年） 
 
 

 
 
 

（出典）Uganda Government (2010) 
“National Development Plan(NDP) 2010/11-2014/15”P.15 

http://www.imf.org/external/pubs/ft/scr/2010/cr10141.pdf（2013/10/11 アクセス） 
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I. ウガンダ国の貧困状況の概観 

ウガンダ国はアフリカ東部に位置する共和制国家である。ケニア、タンザニア、ルワンダ、コ

ンゴ民主共和国、南スーダンの 5 カ国に囲まれた内陸国であり、首都は南部に位置するカンパラ

である。ムセベニ現政権は、1986 年に権力を掌握後、2011 年に実施された選挙で四選を果たして

おり、長期政権となっている1。ウガンダ経済は 1980 年代以降、世界銀行・IMF による構造調整

政策の下、8％前後の高い成長率を維持してきたが2、2008 年以降の世界金融危機の影響により、

2011～12 年は 3.4％、2012～13 年は 5.1％と、成長率がやや鈍化している3。 

現在、同国では全国レベルでの貧困削減が重要課題となっており、特に基礎インフラ・社会サ

ービスの南北格差が問題となっている4。2005 年時点におけるウガンダ政府による調査では、中・

南部地域では貧困線以下の貧困層が概ね 40％以下なのに対し、北部地域では貧困層が 60％以上に

増加する（図 I-1）。この南北格差は、北部地域で 20 年以上継続していた反政府組織による長期

紛争の影響が大きい。北部地域出身のアチョリ人、ジョゼフ・コニーが結成した反政府ゲリラ組

織「神の抵抗軍（Lord’s Resistance Army、以下 LRA と表記）」は長年にわたり、アチョリ人の居

住エリアを中心とした北部地域の住民の殺害や襲撃などを繰り返した。 

 
図 I-1 2008年時点の貧困分布図5 

 
注：ウガンダにおける会計年度は 7 月～翌年 6 月であるが、本稿における「年度」という用語は、会計年度だけ
ではなく、該当の調査が複数年にまたがっていることを指す場合がある。 

                                                        
1 日本国外務省 (2012)「政府開発援助（ODA）国別データブック 2012」 
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/shiryo/kuni/12_databook/pdfs/05-02.pdf（2013/10/11 アクセス） 
2 日本国外務省 (2012)「ODA 国別データブック 2012」 
3 JICA (2013)「JICA 国別分析ペーパー ウガンダ編（ドラフト）」 
4 日本国外務省 (2012)「ODA 国別データブック 2012」 
5 The Republic of Uganda (2010) “National Development Plan(NDP) 2010/11-2014/15” P.15 
http://www.imf.org/external/pubs/ft/scr/2010/cr10141.pdf（2013/10/11 アクセス） 
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2008 年から実施されたウガンダ政府軍を中心とする連合軍による「LRA 掃討作戦」により、ウ

ガンダ国内における LRA 勢力は著しく弱まり、現在のところ同国からは事実上の撤退状態にある。

LRA の撤退に伴い、一時は 200 万人近くに達した同国北部の難民の多くは、それぞれの出身地で

ある北部地域の農村部に帰還を果たした6。 

ウガンダ政府による同国北部の平和構築計画「Peace, Recovery and Development Plan for Northern 

Uganda（以下「PRDP」）」は第 2 フェーズに入っている。ウガンダ政府は北部帰還民の農業生

産の支援を重視している7（図 I-2）。 

しかし、現在の灌漑整備状況は同国の有するポテンシャルと比べて著しく低い状況である（図

I-3）。また、長期に渡る紛争の結果、北部地域のインフラが整備困難な状況だった影響は大きく、

北部地域における道路・電力の整備状況は著しく低い（図 I-4, 5）。 

 

 
図 I-2 ウガンダ政府の農業生産重視分野8 

 
図 I-3 ウガンダの灌漑整備状況（左）と灌漑可能地域（2005年）9 

                                                        
6 JICA (2013)「JICA 国別分析ペーパー ウガンダ編（ドラフト）」 
7 Office of the prime minister, Uganda (2011) “Peace, recovery and development plan for northern Uganda (PRDP) Phase 2” P.29 
http://www.prdp.org.ug/templates/codebliss/uploads/PRDP2%20Document.pdf （2013/10/11 アクセス） 
8 Office of the prime minister, Uganda (2011) “PRDP Phase 2” P.29 
9 World Bank (2011) “Uganda's Infrastructure: A Continental Perspective”  P.24 
http://infrastructureafrica.org/system/files/library/2012/02/CR%20Uganda.pdf （2013/10/17 アクセス） 



貧困プロファイル（平成 25 年度） 
ウガンダ国 編 

3 

 

図 I-4 ウガンダの道路整備状況（2010年）10 
 

 

図 I-5 ウガンダの電力整備状況（2010年）11 

                                                        
10 World Bank (2011) “Uganda's Infrastructure: A Continental Perspective”  P.8 
11 World Bank (2011) “Uganda's Infrastructure: A Continental Perspective”  P.9 
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図 I-6 ウガンダの携帯電話(GSM)使用可能地域（2010年）12 

 

携帯電話（GSM）のカバレッジエリアは比較的よく整備されており、2010 年の時点で、北東部

の一部地域を除き、ウガンダ国内の広い地域で携帯電話を使用可能となっている（図 I-6）。 

 

同国における南北格差ならびに北部農村地域の所得向上は、貧困解消を考慮する上で重要な要

素となっている。平成 24（2012）年 6 月に策定された我が国の「対ウガンダ共和国 国別援助方

針」では、重点分野として「経済成長を実現するための環境整備」「地方部の所得向上」「生活

環境整備（保健・給水）」「北部地域における平和構築」の 4 項目を掲げている13。現在のウガン

ダの国家開発計画は 2014～15 年度で終了することから、効果的な援助を実施するために、ウガン

ダ政府および他の開発ドナーと積極的に連携する方針を示している。 
 

新しい流れとして、ウガンダを含む東アフリカ地域はこれまで原油生産の空白地帯であったが、

2005 年以降、東アフリカ大地溝帯の付近で大規模な油田が発見され、我が国も同国と開発の交渉

を実施している14。 

                                                        
12 World Bank (2011) “Uganda's Infrastructure: A Continental Perspective”  P.9 
13 日本国外務省 (2012) 「対ウガンダ共和国 国別援助方針」 
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/houshin/pdfs/uganda-1.pdf（2013/10/16 アクセス） 
14 JOGMEC 調査部 (2013) 「東アフリカ陸上（ウガンダ、ケニア、南スーダン）における石油開発と 
輸出パイプライン構想」http://oilgas-info.jogmec.go.jp/pdf/4/4945/1307_b03_takehara_ug_ke_sd.pdf 
（2013/10/16 アクセス） 
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II. 貧困削減のための取り組み 

1.  貧困削減戦略および目標の現状 

(1) 国家開発計画・戦略の概要と貧困削減の位置付け 

ウガンダ政府は、2010 年 3 月に国家開発計画として「National Development Plan (NDP) 

2010/11-2014/1515」を策定した。「NDP 2010/11-2014/15」では大規模な目標として、現在の農業中

心の国家から 30 年以内に、ガス・石油などの天然資源開発・情報産業の開発などによって近代的

な産業国家へ変革することが明記されている。ウガンダ政府は国家の産業構造の大規模な変革に

よる経済成長、雇用の増大を期待しており、様々な貧困問題の解消を図ろうとしている。 

 
図 II-1 ウガンダ政府の今後 30年の国家戦略16 

 

 
図 II-2 ウガンダ政府の貧困解消戦略「The Egg Analogy」17 

                                                        
15 The Republic of Uganda (2010) “NDP 2010/11-2014/15”  
16 The Republic of Uganda (2010) “NDP 2010/11-2014/15”  P.5 
17 The Republic of Uganda (2010) “NDP 2010/11-2014/15”  P.425 
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(2) PRSPの有無、概要と貧困削減の位置付け 

ウガンダでは、1997 年に「貧困行動撲滅計画 Poverty Eradication Action Plan (PEAP)」を策定

し、2000 年の「PEAP II」、2004 年の「PEAP III」へと引き継がれた。その後、2010 年に新 5 カ

年国家開発計画「NDP 2010/11-2014/15」を発表した18。ウガンダ政府は「NDP 2010/11-2014/15」

を PRSP として位置づけているが、数値目標を伴う具体的な貧困削減戦略は書かれておらず、同

国の開発のための「下地作り」として、8 項目が「戦略目標」として記載されているのみである。

また、国連 MDGs 目標値の達成については、「NDP」の中に包括的に盛り込まれている。 

 

 

 
図 II-3 ウガンダ政府の貧困削減対策19 

                                                        
18 JICA (2013)「JICA 国別分析ペーパー ウガンダ編（ドラフト）」 P.29 
19 The Republic of Uganda (2010) “NDP 2010/11-2014/15” P.54-55 
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「Poverty Status Report20」は 2012 年にウガンダ財政計画経済開発省（MoFPED）がまとめたレ

ポートであり、同国の国家開発計画を個別の世帯の視点から見たものであり21、具体的な貧困要因

について詳しく記載されている。ただし、数値目標などは策定されていない。 

「Poverty Status Report」では、2012 年時点の最新の貧困状況に基づき、同国の貧困削減に必要

な変化として「脆弱性の減少（Reducing vulnerability22）」と「機会の均等化：教育へのアクセス

（Equalising opportunities: access to education23）」を挙げており、併せて、同国に起きている大き

な変化として収入源の変化（Transforming livelihoods24）を挙げている。中産階級の台頭により、

2005年度には 64％を占めていた農業収入が、2009年度には 54％に減少したことを指摘している。

貧困削減に資する解決策として、同報告書が挙げているのは以下の通りである25。 

 

・脆弱性の減少（Reducing vulnerability） 
 物価の安定（Price stabilisation） 
 天候保険（Weather insurance） 
 予防保健医療（Preventative healthcare） 
 金融アクセス（Financial access） 
 社会による保護（Social Protection） 

 

・教育へのアクセス機会の均等化（Equalising opportunities: access to education） 
 脆弱な生徒たちを支援するための介入（Interventions to assist vulnerable pupils） 
 学びがいのある学校（Rewarding schools for results） 

 

・収入源の変化（Transforming livelihoods） 
 農民組合（の支援）（Farmers associations） 
 契約栽培（の推進）（Contract farming） 
 農業金融（の普及）（Agricultural credit） 
 土地所有権（の変革）（Land tenure） 
 都市化プロセスの管理（Managing the urbanisation process） 

 

                                                        
20 Economic Development Policy and Research Department, Ministry of Finance, Planning and Economic Development 
(MoFPED), Uganda(2012) “Poverty Status Report” 
21 MoFPED, Uganda(2012) “Poverty Status Report”  P.1 
22 MoFPED, Uganda(2012) “Poverty Status Report”  P.2 
23 MoFPED, Uganda(2012) “Poverty Status Report”  P.4 
24 MoFPED, Uganda(2012) “Poverty Status Report”  P.6 
25 MoFPED, Uganda(2012) “Poverty Status Report”  P.88 以降 
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(3) 特に貧困と関連深い国家戦略・政策の概要と現状 

「Poverty Status Report」によると、Karamoja 地域を含むウガンダ東北部の 11 地域が著しく貧困

率が高く、75.8％の住民が貧困層に分類されている。同地域では家畜などを狙った武装強盗が多

数存在しており、日本国外務省でも、2013 年 12 月時点で渡航延期勧告を継続している26。次いで、

LRA による紛争の影響下に長年置かれていた中北部（Acholi 地域など）と West Nile 地域の貧困

率が高く、約 40％程度の住民が絶対的貧困層となっている。他方、首都カンパラでは中流層が

76.8％となっている一方、絶対的貧困層は 4％に過ぎず、ウガンダでは都市部と地方部の格差が著

しく増大していることがわかる。 
 

 
図 II-4 ウガンダ各地域の貧困状況（2009年度）27 

                                                        
26 外務省 海外安全ホームページ（ウガンダ） 
http://www2.anzen.mofa.go.jp/info/pcinfectionspothazardinfo.asp?id=9（2013/12/23 アクセス） 
27 MoFPED, Uganda(2012) “Poverty Status Report”  P.21 
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ウガンダ政府が現在実施している政策の中で、貧困削減と関連があるのは、北部平和構築政策

となる「Peace, Recovery and Development Plan For Northern Uganda (PRDP)」である。「PRDP」で

は、前出の北部貧困 3 地域（Acholi 地域、West Nile 地域、Karamoja 地域）を対象としており、第

1 フェーズが 2007 年から 2010 年にかけて実施された28。「PRDP」の第 2 フェーズが 2012 年から

実施されており、2015 年に完了する予定である29。「PRDP」の開始当時は、ウガンダ政府の貧困

行動撲滅計画「Poverty Eradication Action Plan (PEAP) (2004/5-2007/8)”」30が実施されており、

「PRDP」は「PEAP」の下位戦略として連携していた（図 I-5）。 

 

ウガンダ政府は 2010 年以降、「National Development Plan 2010/11-2014/15」に基づく国家産業

振興を優先しており、先述の通り具体的な貧困削減戦略は策定されていない。ただし、ウガンダ

政府は、北部地域とそれ以外の地域の状況に大きな相違が存在することを認識しており、北部地

域を対象とした「PRDP Phase 2」を策定の上、「NDP」の実施期間に合わせ、2012 年から 2015

年まで実施している31。ただし「PRDP Phase 2」は「NDP」と独立した国家計画として位置付けら

れている32。 
 

 
図 II-5 PRDP Phase1 策定時の位置づけ33 

                                                        
28 The Republic of Uganda(2007) “PRDP 2007-2010” 
29 Office of the prime minister(OPM), Uganda(2011) “Peace, recovery and development plan for northern Uganda (PRDP) Phase 2” 
30 Ministry of Finance, Planning and Economic Development(MoFPED), Uganda (2004) “Poverty Eradication Action Plan 
(PEAP III, 2004/5-2007/8)” http://www.undp.or.ug/phocadownload/PEAP%202004.pdf （2013/10/21 アクセス） 
31 OPM, Uganda(2011) “Peace, recovery and development plan for northern Uganda (PRDP) Phase 2” 巻頭 P.i～ii 
32 OPM, Uganda(2011) “Peace, recovery and development plan for northern Uganda (PRDP) Phase 2” 巻頭 P.20 
33 The Republic of Uganda(2007) “Peace, recovery and development plan for northern Uganda (PRDP) 2007-2010” P.18 
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(4) 過去 10年程度の成果の分析 

ウガンダ政府は継続的に貧困削減に取り組んだ結果、1992 年時点で 56.4％存在した絶対的貧困

層が、2009 年では 24.5％にまで減少している。このことにより、ウガンダ政府は 2008 年以降、

貧困削減戦略から国家振興戦略に切り替えたとみられる。一方、貧困状況の地域格差は未だに残

されたままである。特に北部地域は 2009 年時点でも 46.2％の絶対的貧困層が存在しており、深刻

な状況である。 

 
図 II-6 ウガンダの貧困層の推移（1992～2009年）34 

 

 
図 II-7 地域別貧困層の推移（1992～2009年）35 

                                                        
34 MoFPED, Uganda(2012) “Poverty Status Report”  P.18 
35 MoFPED, Uganda(2012) “Poverty Status Report”  P.20 
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(5) 今後の改定の予定 

「NDP 2010/11-2014/15」は、今後 30 年間にわたり 5 年毎に 6 回策定される予定となっており36、

次回の改定は 2014 年頃に実施される見込みである。 

 

 

2.  当該国政府による指定貧困地域・集団 

現在実施されている「NDP」には、貧困地域・集団に関する明確な定義が記載されていないが、

「PEAP III」(2004)では 4 つの貧困理由が記載されており、該当する地域ならびに集団が明記され

ていた37。本質的な考え方は「NDP」においても同一と思われるので、「PEAP III」の記載内容の

要約を以下に示す。 

 

a) Regional Inequalities（地域間の不平等） 
北部地域は開発から取り残されている。最大の理由は、北部地域が危険な状況にあることで

ある38。他にも、北部地域の現金作物の価格低迷、遊牧民コミュニティ（原文：Pastoralist 
Communities）が引き起こしている特定の問題39がある。さらに、都市部と地方部の大きな格差

も問題である。都市部の高い物価も考慮に入れる必要がある。都市部の貧困は、農村からの移

入を反映していると見るべきである。 
 

b) Gender（ジェンダー） 
女性のほうが男性よりも貧しく、女性の中でも特定のグループ（離婚女性、寡婦など）が貧

困である。女性のほうがエイズの被害を受けやすく、さらに女性の土地所有権は制限されてい

る。労働市場における参加も男性より少ない。 
 

 
図 II-8 世帯主別の貧困状況（1992～2003年）40 

 

                                                        
36 JICA(2013)「JICA 国別分析ペーパー ウガンダ編（ドラフト）」 P.29 
37 MoFPED, Uganda(2004) “PEAP III 2004/5-2007/8” P.18 
38 LRA の北部地域からの撤退は 2008 年である。 
39 カラモジャ地域における、武装遊牧民による各種の略奪行為を指していると思われる。 
40 MoFPED, Uganda(2004) “PEAP III 2004/5-2007/8” P.19 
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c) Poverty by Occupational Group / Inequality within the group 

（職業集団の貧困・集団内の不平等） 
ウガンダにおいてもっとも貧困層が多いのは自給自足を行なっている農民である。遊牧民、

漁民、農場労働者については明るい兆しが見られる。ただし、農民の中にも都市部と地方部の

格差が存在する。 
 
d) Other Disadvantaged Groups 

孤児・脆弱な子どもたち、老人、障害者、病人、キャンプ内の難民。 
 

 

「PEAP III」(2004)と「NDP」 (2010)を比較すると、以下のような相違点・類似点が見られる。 

 

a) Regional Inequalities（地域間の不平等） 

「PEAP III」では「Regional Inequalities（地域間の不平等）」という表現が用いられていた41が、

「NDP」では「Regional Disparities（地域間の相違）」と、やや弱い表現に変更されている42。 

 

b) Gender（ジェンダー） 

「NDP」においても「PEAP III」と同様に、国家発展のための配慮が必要とされており、報告書

の随所にジェンダー対策が打ち出されている。 

 

c) Poverty by Occupational Group / Inequality within the group（職業集団の貧困・集団内の不平等） 

「PEAP III」では自給農民が貧困層となっていることがはっきりと明記されていたが、「NDP」

では「農業振興」という書き方に変わっており、遊牧民・漁民との比較も消えている。 

 

d) Other Disadvantaged Groups 

孤児・脆弱な子どもたち、老人、障害者などについては、「NDP」でも引き続き支援対象とな

っており、「Behaviour Change43」「Social Protection44」に記載が見られる。ただし、北部難民につ

いては LRA の撤退による農村帰還が順調に進んだことから、「NDP」においては記述が消えてい

る。 

                                                        
41 MoFPED, Uganda(2004) “PEAP III 2004/5-2007/8” P.18 
42 Republic of Uganda(2010) “NDP 2010/11-2014/15” P.15 
43 Republic of Uganda(2010) “NDP 2010/11-2014/15” P.42 
44 Republic of Uganda(2010) “NDP 2010/11-2014/15” P.290 
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III. 所得貧困による分析 

1.  貧困線とデータ 

(1) ウガンダ政府設定の貧困線 

貧困線について、ウガンダでは 1990 年代から絶対的貧困線を採用している45。1993 年 8 月から

1994 年 2 月にかけて貧困層の 50％に対するモニタリング調査が実施された結果、1 日あたり 3000

キロカロリー46の食事を摂取するための食品の購入費用を貧困線と定義することにした47。 

貧困の定義として、その他の物資（農耕用家畜、農具、マットレスなど）の普及率を用いたこ

ともあったが、現在では地方部でもこれらの物資類が比較的豊富に存在するようになったため、

貧困の指標として用いるのが適切ではなくなっている48。食品についてはこのような現象がなく、

物価上昇はある程度考慮されているものの、ウガンダでは 1 日あたり 3000 キロカロリーの食事を

購入するための費用（食料貧困ライン）が、貧困線の基準として継続して採用されている。ただ

し「Poverty Status Report」には、フードバスケットの具体的な品目は記載されていない。 

 

(2) データソースの紹介と評価 

ウガンダの貧困データは、ウガンダ全土家計調査（Uganda National Household Survey: UNHS）

に基づいて算出されている。「UNHS」は、1992 年度から継続的に実施されている。前項で述べ

た通り、貧困線については全ての調査でほぼ同一の基準を用いていることから、貧困調査の推移

は信頼性があると考えられる。 

ウガンダ政府では貧困状況を「絶対的貧困層（Absolutely Poor）」「不安定な非貧困層（Non-Poor 

but Insecure）」「中流層（Middle Class）」の 3 段階に分けている。図 III-1 より、約 20 年間で「貧

困層→非貧困層」「非貧困層→中流層」という大きな移行の流れが見られる。ただし、ウガンダ

全体の人口が増加しているため、絶対的貧困層は 1992 年時点で 990 万人、2009 年時点で 750 万

人となり、貧困層は人数的にはやや減少したに過ぎない点に注意が必要である。 

 

 
図 III-1 ウガンダ全土の貧困状況（1992～2009年度）49 

                                                        
45 MoFPED, Uganda(2012) “Poverty Status Report”  P.11 
46 原文では“consuming 3,000 calories per day”となっているが、成人 1 名に必要な摂取カロリーは一般的に「2～
3000 キロカロリー／日」である。原文の単位が誤っていると考えられるため、本文中では単位を訂正した。 
47 MoFPED, Uganda(2012) “Poverty Status Report”   
48 MoFPED, Uganda(2012) “Poverty Status Report”  P.10 
49 MoFPED, Uganda(2012) “Poverty Status Report”  P.ix（巻頭） 
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2.  貧困の状況 

(1) 地域レベルの貧困率・貧困ギャップ率・GINIの表、2002年以降の傾向 

同国の貧困状況の詳細は、「Uganda National Household Survey (UNHS) 2009/1050」に記載されて

いる。「UNHS 2009/10」では、貧困率、貧困ギャップ率など、個別の詳細な分析を記載している。

「UNHS 2009/10」に記載されている地域ごとの貧困状況を図 III-2 に示す。以下の表に記載されて

いる指標は P0 が貧困率、P1 が貧困ギャップ率、P2 が 2 乗貧困ギャップ率である。 

この表から、ウガンダ都市部（Urban）では「貧困率 9.1％／貧困ギャップ率 1.8％／2 乗貧困ギ

ャップ率 0.6％」となっており、同国全体の貧困率の改善に伴い、都市部の貧困状況は著しく改善

している。他方、地方部（Rural）では「貧困率 27.2％／貧困ギャップ率 7.6％／2 乗貧困ギャップ

率 3.1％」となっており、同国の貧困者層は地方部がその多くを占めていることが分かる。 

 

 

図 III-2 ウガンダ全土の貧困状況（2009年度）51 

                                                        
50 Uganda Bureau of Statistics(UBOS) (2010) “Uganda National Household Survey (UNHS) 2009/10”  
http://www.ubos.org/UNHS0910/unhs200910.pdf （2013/10/23 アクセス） 
51 UBOS (2010) “UNHS 2009/10” P.75 
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地域的には、北部地域の貧困状況が著しく悪く「貧困率 46.2％／貧困ギャップ率 15.5％／2 乗

貧困ギャップ率 7.3％」である。次いで東部地域が「貧困率 24.3％／貧困ギャップ率 5.8％／2 乗

貧困ギャップ率 2.1％」、西部地域が「貧困率 21.8％／貧困ギャップ率 5.4％／2 乗貧困ギャップ

率 2.0％」となっている。中部地域についてはウガンダ全体として見れば比較的良好な状況であり、

「貧困率 10.7％／貧困ギャップ率 2.4％／2 乗貧困ギャップ率 0.8％」となっている。中部地域に

限れば、都市部と地方部の貧困ギャップ率にそれほど大きな開きはない。 

さらに細分化された地域で見ると、North-East 地域の貧困状況が著しく悪く「貧困率 75.8％／貧

困ギャップ率 35.0％／2 乗貧困ギャップ率 19.1％」である。次いで、Mid-Northern 地域が「貧困率

40.4％／貧困ギャップ率 12.2％／2 乗貧困ギャップ率 5.4％」、West Nile 地域が「貧困率 39.7％／

貧困ギャップ率 10.7％／2 乗貧困ギャップ率 4.2％」と、同国平均と比べても劣悪な状況に置かれ

ていることが分かる。首都カンパラに限れば、同国の人口の 5％が集中しているにもかかわらず、

「貧困率 4.0％／貧困ギャップ率 0.6％／2 乗貧困ギャップ率 0.2％」となっており、同国内の中で

は貧富の格差が少ない状況である。 

 

 
図 III-3 ウガンダの地域別貧困状況（2009年度）52 

 

                                                        
52 UBOS (2010) “UNHS 2009/10” P.76 
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同国における貧困状況について 2005 年度と 2009 年度を比較したのが以下の表である。同国全

体としては貧困率の著しい改善が見られる一方（31.1％→24.5％）、西部地域においては貧困率が

やや悪化している（20.5％→21.8％）。北部地域都市部では貧困率が 39.7％→19.7％、北部地域の

地方部でも 64.2%→49.0％と、5 年間で目覚ましい状況の改善を見せる一方、西部地域の地方部で

は 21.4％→23.1％と悪化しており、貧困ギャップ率なども同様の傾向である。 

 

なお、細分化された地域ごとの調査は「UNHS IV」で初めて実施されており、「UNHS III」には

同様のデータは掲載されていない53。 
 

  

図 III-4 ウガンダ全土の貧困状況（左：2005年度、右（再掲）2009年度）54 
 

                                                        
53 Uganda Bureau of Statistics(UBOS) (2006) “Uganda National Household Survey (UNHS) 2005/06”  
http://www.ubos.org/onlinefiles/uploads/ubos/pdf%20documents/UNHSReport20052006.pdf （2013/10/23 アクセス） 
54 UBOS (2010) “UNHS 2009/10” P.77、P.75 
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ジニ係数については、2002 年以降大きな変化が見られず、ウガンダ全国平均で 0.4 前後となっ

ている。貧困率のような地域差、都市部と地方部の傾向差も少なく、同一の地方で比べた場合は

都市部の方が、やや高めの値が出ている。細かい地域ごとのジニ係数を見ると、貧困率が著しく

悪化している東北部では、ジニ係数も 0.44 (2002 年度)→0.51 (2009 年度)と悪化しているが、東北

部に次いで貧困率の高い中央北部地域、West Nile 地域ではほぼ横ばいの状況である。 

  
図 III-5 ウガンダのジニ係数の推移（2002年度～2009年度）55 

 

 
図 III-6 ウガンダのジニ係数の推移（2002年度～2009年度）56 

                                                        
55 UBOS (2010) “UNHS 2009/10” P.85 
56 UBOS (2010) “UNHS 2009/10” P.86 
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今後の貧困率削減見通しとして、ウガンダ政府が「NDP」を作成した時点（2010 年 3 月）では

2014～15 年度に貧困率を 24.5％にすることが計画されていたが、2009 年度の調査の結果、既に貧

困率が 24.5％になっており、MDG 目標値の貧困率 28％よりも少ない状態を達成している。 

 

 
図 III-7 「NDP」による数値目標57 

                                                        
57 The Republic of Uganda (2010) “NDP 2010/11-2014/15” P.69 
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(2) 地理的分布の分析 

前項まで見てきた通り、ウガンダでは地域間の貧困格差が非常に大きく、北部地域の貧困状況

がきわめて深刻な状況にある。一方、南部地域については貧富の差は比較的小さく、特に首都カ

ンパラにおいて、貧困率が著しく改善されている。 

 

 

 
図 III-8 2008年時点の貧困分布図58（再掲） 

                                                        
58 The Republic of Uganda (2010) “NDP 2010/11-2014/15” P.15 
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IV. 所得貧困以外による分析 

1.  概況とトレンド、国際および地域比較 

(1) HDI（人間開発指数） 

ウガンダの人間開発指数の数値および 1980 年以降の傾向は、下図に示す通りである。平均寿命

指数、教育指数、GNP のいずれも 1995 年以降全て向上しており、2012 年の HDI は 0.456 となっ

ている。 

 

 
 

 

 
図 IV-1 ウガンダの HDI関連指数の動向（1980～2012年）59 

                                                        
59 UNDP(2013) “ Human Development Report 2013” P.2 
http://hdrstats.undp.org/images/explanations/UGA.pdf（2013/10/23 アクセス） 



貧困プロファイル（平成 25 年度） 
ウガンダ国 編 

21 

ただし、HDI の上昇については近隣諸国も同様の傾向を見せており、HDI の上昇がウガンダの

みに限られているわけではない点に注意を要する。また、サブサハラアフリカ諸国全体の 2013 年

の HDI 平均値は 0.475 となっており60、ウガンダは平均値を若干下回っている。 

 

 

図 IV-2 ウガンダと周辺国の HDI関連指数の動向（1995～2012年）61 
（注： 2011 年に独立した南スーダンは現時点で HDI のデータが存在しないため、 

上記のグラフは独立前の南北スーダンの合計値である） 

 

 
図 IV-3 ウガンダと他国の HDI関連指数の動向（2012年）62 

                                                        
60 http://hdrstats.undp.org/en/countries/profiles/UGA.html（2013/10/23 アクセス） 
61 Google Public Data Explorer にて作成。元リンクは下記の通り（2013/10/23 アクセス） 
http://www.google.com/publicdata/explore?ds=kthk374hkr6tr_&ctype=l&strail=false&bcs=d&nselm=h&met_y=indicator_1
03106&scale_y=lin&ind_y=false&rdim=country&idim=country:21703:10403:20503:4503:19603:17303&ifdim=country&tst
art=656607600000&tend=1350918000000&hl=en&dl=en&ind=false&icfg#!ctype=l&strail=false&bcs=d&nselm=h&met_y
=indicator_103106&scale_y=lin&ind_y=false&rdim=country&idim=country:21703:10403:20503:4503:19603:17303&ifdim
=country&tstart=814374000000&tend=1350918000000&hl=en_US&dl=en&ind=false 
62 UNDP(2013) “Human Development Report 2013” P.3 

http://goo.gl/F3Aei4
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(2) MDGsの達成状況 

ウガンダでは、MDGs の目標達成について国家開発計画「NDP」に包括的に組み込まれている。 
 

初めに、2010 年時点の MDGs ウガンダの現状を挙げる。MDGs が掲げる 19 個のターゲットの

うち 7 個が達成されているが、8 個は達成が難しい状況であり、2 個は悪化している。状況の悪化

が見られるのは「ターゲット 6.A：HIV／エイズの蔓延を 2015 年までに食い止め、その後減少さ

せる」と「ターゲット 8.B：後発開発途上国の特別なニーズに取り組む」である。 

 

以下、各項目の 2010 年時点の状況を詳しく見ることにする。 

 

 

図 IV-4 2010年時点におけるウガンダのMDGsの達成状況63 

                                                        
63 Ministry of Finance, Planning and Economic Development (MoFPED), Uganda (2010)  
“Millennium Development Goals Reports for Uganda 2010” 巻頭 P.iii 
http://www.undp.org/content/dam/undp/library/MDG/english/MDG%20Country%20Reports/Uganda/Uganda_MDGs_Repor
t_2010.pdf （2013/10/11 アクセス） 
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ゴール 1：極度の貧困と飢餓の撲滅 
 （ターゲット 1.A）：2015年までに 1日 1.25ドル未満で生活する人口の割合を 

1990年の水準の半数に減少させる。 
 指標 1.1 1日 1.25ドル（購買力平価）未満で生活する人口の割合 
 指標 1.2 貧困ギャップ比率 
 指標 1.3 国内消費全体のうち、最も貧しい 5分の 1の人口が占める割合 

 

「ターゲット 1.A」関連指標値の 1992 年度から 2006 年度までの状況を以下に示す。「指標 1.1」

と「指標 1.2」については順調に減少しているが、「指標 1.3」の改善がほとんど見られない。 

なお、本表には含まれていないが、III 章で見た通り、ウガンダの貧困層の割合は 2009 年度の

調査で 24.5%となっており、同国における MDGs 2015 年度の目標値 25％を既に達成している。 

 

 
図 IV-5 ウガンダのMDGs（ターゲット 1.A）の達成状況（2010年）64 

                                                        
64 MoFPED, Uganda(2010) “MDG Goals Reports for Uganda 2010” P.13 
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 （ターゲット 1.B）：女性、若者を含むすべての人々に、完全かつ生産的な雇用、 
そしてディーセント・ワークの提供を実現する。 

 指標 1.4 就業者 1人あたりの GDP成長率 
 指標 1.5 労働年齢人口に占める就業者の割合 
 指標 1.6 1日 1ドル（購買力平価）未満で生活する就業者の割合 
 指標 1.7 総就業者に占める自営業者と家族労働者の割合 

 

 

「指標 1.4」については、データそのものが存在しない。「指標 1.5」は 2002 年以降ほぼ変わっ

ておらず、「指標 1.6」「指標 1.7」については改善が見られる。いずれの指標にも、目標値は設

定されていない。 

 

 
図 IV-6 ウガンダのMDGs（ターゲット 1.B）の達成状況（2002年度/2005年度）65 

                                                        
65 MoFPED, Uganda(2010) “MDG Goals Reports for Uganda 2010” P.15 
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このうち、「UNHS 2009/2010」でデータが追加されている項目がある。 

 

「指標 1.5 労働年齢人口に占める就業者の割合」 
「指標 1.7 総就業者に占める自営業者と家族労働者の割合」 
 

「UNHS 2009/2010」では雇用率の算出方法が異なっており、「14～64 歳の雇用率」が掲載され

ている。この算出方法によると 2005 年度の雇用率は 70.3％になるが、2009 年度の雇用率は 75.4％

となっており、若干ながら改善が見られる。また、雇用状況の内容について、自営業（主に農業）

がやや減っており、一般雇用従事者が 18.2％→23.6％と増加している。 

 
 

 

図 IV-7 ウガンダの雇用状況（2005年度/2009年度）66 

                                                        
66 UBOS(2010) “UNHS 2009/10” P.35, P.37 
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 （ターゲット 1.C）：2015年までに飢餓に苦しむ人口の割合を 1990年の水準の半数に 
減少させる。 

 指標 1.8 低体重の 5歳未満児の割合 
 指標 1.9 カロリー消費が必要最低限のレベル未満の人口の割合 

 

「指標 1.8」については改善の傾向にあり、最新の「UDHS 2011」に掲載されているデータによ

れば、2010/2011 年度で 13.8％67まで減少している。ただし、2015 年の目標値である 10％を達成で

きるかどうかは難しいところである。また、「指標 1.9」についてはデータ・目標値がいずれも存

在しない。 

 

 
図 IV-8 ウガンダにおける健康状況（1995～2005年）68 

 

 

 
図 IV-9 指標 1.8の状況（2010年）69 

                                                        
67 Uganda Bureau of Statistics(UBOS) (2011) “Uganda Demographic and Health Survey(UDHS) 2011”  巻頭 P.i 
http://www.measuredhs.com/pubs/pdf/FR264/FR264.pdf（2013/10/28 アクセス） 
68 MoFPED, Uganda(2010) “MDG Goals Reports for Uganda 2010” P.16 
69 UBOS(2011) “UDHS 2011” 巻頭 P.i 
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ゴール 2：初等教育の完全普及の達成 
 （ターゲット 2.A）：2015年までに、全ての子どもが男女の区別なく初等教育の全課程を

修了できるようにする。 
 指標 2.1 初等教育における純就学率 
 指標 2.2 第 1学年に就学した生徒のうち初等教育の最終学年まで到達する生徒の割合 

 

 

「指標 2.1」は上昇基調にある。しかし、「指標 2.2」については 2001 年から上下しており、2013

年には前年よりも下落しているため、2015 年度の目標値（100％）達成は困難と見られる。 

 
図 IV-10 ウガンダの初等教育状況（2010年）70 

 

 
図 IV-11 ウガンダの初等教育卒業率の推移（男女別）（2001～2013年）71 

                                                        
70 MoFPED, Uganda(2010) “MDG Goals Reports for Uganda 2010” P.16 
71 Ministry of Education & Sports(2013) “The education and sports sector annual performance report FY 2012/13” P.138 
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 （ターゲット 2.A） 
 指標 2.3 15～24歳の男女の識字率 

 

識字率については改善傾向にあるものの、2015 年の数値目標 100％を達成するのは難しいとみ

られる。また、男女間の識字率の相違も減少傾向にあるとはいえ、未だに男性優位の状態で残っ

ている。初等教育の識字率については改善が見られており、小学 3 年生（P3）と小学 6 年生（P6）

では、この 6 年の間に識字率の向上が見られる。ただし、2009 年時点の識字率は P3 が 55％程度、

P6 は 48％程度であり、今後も継続的に識字率の改善に取り組む必要があると考えられる。 
 

 

 
 

   
図 IV-12 ウガンダの識字率推移（2002～2008年）72 

（下段は初等教育の生徒における識字率の改善の推移） 

                                                        
72 MoFPED, Uganda(2010) “MDG Goals Reports for Uganda 2010” P.18 
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ゴール 3：ジェンダー平等推進と女性の地位向上 
 （ターゲット 3.A）：可能な限り 2005年までに、初等・中等教育における男女格差を 

解消し、2015年までに全ての教育レベルにおける男女格差を解消する。 
 指標 3.1 初等・中等・高等教育における男子生徒に対する女子生徒の比率 

 

「指標 3.1」については、全体として改善傾向にあるものの、2011 年の調査73では「1.0/1.1/0.7」

となっており、中等教育における女子生徒の割合は増加したものの、高等教育74における女子生徒

の減少が見られる。初等・中等教育については 2015 年の MDGs 目標値を既に達成しているが、

高等教育における女子生徒の割合については MDGs の達成が困難と見られる。また、初等教育の

卒業比率について男女差は見られない。 

 

図 IV-13 ウガンダの男女格差指標の推移（2000～2009年）75 
 

 
図 IV-14 ウガンダの男女格差指標（2011年）76 

 

図 IV-15 ウガンダの初等教育卒業率の推移（2001～2013年）（再掲）77 

                                                        
73 UBOS(2011) “UDHS 2011” 巻頭 P.i 
74 Ministry of Education & Sports(MoES), Uganda (2013) “The education and sports sector annual performance report FY 
2012/13”の定義によると、ウガンダにおける「Tertiary Education」の定義は「Tertiary Education; post secondary 
institutions other than universities which confer certificates, diplomas and certificates.」とされている。 
75 MoFPED, Uganda(2010) “MDG Goals Reports for Uganda 2010” P.19 
76 UBOS(2011) “UDHS 2011” 巻頭 P.i（見やすくするため表を一部編集） 
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ウガンダでは、現在 BTVET (Business, Technical, Vocational Educational Training)と呼ばれる高等

職業訓練校の学生数が急増している78。今のところ BTVET でも他の高等教育機関同様、女子学生

の比率は低いものの、同国の大学教育のキャパシティには明らかな限界があることから、女子学

生に対する新しい高等教育の受け皿として注目されている。今後、BTVET に女子学生が受講しや

すいビジネスなどの科目を充実させる必要があると考えられる。 

 

図 IV-16 BTVET学生数の推移（2000～2012年）79 
 

 
図 IV-17 ウガンダ国立大学 5校の学生数（2012年度）80 

                                                                                                                                                                             
77 MoES, Uganda(2013) “The education and sports sector annual performance report FY 2012/13” P.138 
78 MoES, Uganda(2013) “The education and sports sector annual performance report FY 2012/13” P.148 
79 MoES, Uganda(2013) “The education and sports sector annual performance report FY 2012/13” P.148 
  ※元のグラフの男女比率に明白な誤りがあったため、掲載数値を元に再作成。 
80 MoES, Uganda(2013) “The education and sports sector annual performance report FY 2012/13” P.134 
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 （ターゲット 3.A） 
 指標 3.2 非農業部門における女性賃金労働者の割合 
 指標 3.3 国会における女性議員の割合 

 

指標 3.2 では、2006 年度は 28％であった女性賃金労働者の割合が、2009 年度には 34.9％に増加

している81。指標 3.3 について、ウガンダ国会における女性議員の割合は増加傾向にある。指標 3.3

については 2015 年の目標値が設定されていないが、この傾向は今後も継続すると思われる。 

 

 
図 IV-18 ウガンダの男女格差指標の推移（2000～2009年）（再掲）82 

 

 

 

図 IV-19 ウガンダ国会議員の男女比率（2001～2011年）83 

                                                        
81 UNdata :http://data.un.org/Data.aspx?q=uganda&d=MDG&f=seriesRowID%3A722%3BcountryID%3A800 
（2013/10/25 アクセス） 
82 MoFPED, Uganda(2010) “MDG Goals Reports for Uganda 2010” P.19 
83 Commonwealth Parliamentary Association(2013) “Women's political leadership in east Africa with specific reference to Uganda” P.12 
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ゴール 4：乳児死亡率・5歳未満児死亡率の削減 
 （ターゲット 4.A）：2015年までに 5歳未満児死亡率を 1990年の水準の 3分の 1に 

削減する。 
 指標 4.1 5歳未満児死亡率 
 指標 4.2 乳児死亡率 
 指標 4.3 はしかの予防接種を受けた 1歳児の割合 

 

指標 4.1 と 4.2 については低下傾向にあるとはいえ、2011 年現在では「4.1 5 歳未満児死亡率」

が出生 1000 対 90、「4.2 West Nile」が出生 1000 対 5484となっており、2015 年の目標値の達成は

いずれも困難な状況である。また、「4.3 はしかの予防接種を受けた 1 歳児の割合」については

増減が続いており、2011 年は 75.8％85であった。 

 

ゴール 4 の各指標については,「UDHS 2011」に、ウガンダ国内の地域別の数値が記載されてい

る。「4.1 5 歳未満児死亡率」／「4.2 乳児死亡率」については、都市では出生 1000 対 77 /54、

地方部では出生 1000 対 111 /66 となっており、地方部の死亡率が深刻である。また、首都カンパ

ラの 5 歳未満児死亡率、乳児死亡率はそれぞれ出生 1000 対 65 /47 となっており MDGs 2015 年目

標値の出生 1000 対 56 /31 に迫る。家計収入が少ないほど、母親の教育程度が少ないほど死亡率が

高くなる傾向にあり、世帯状況により地方平均よりも高い数値を示している。 

 

図 IV-20 ウガンダの乳児死亡率・5歳未満児死亡率指標（1995～2009年）86 
 
 

 

図 IV-21 ウガンダの乳児死亡率・5歳未満児死亡率指標（2011年）87 

                                                        
84 UBOS(2011) “UDHS 2011” 巻頭 P.i 
85 UBOS(2011) “UDHS 2011” 巻頭 P.i 
86 MoFPED, Uganda(2010) “MDG Goals Reports for Uganda 2010” P.20 
87 UBOS(2011) “UDHS 2011” 巻頭 P.i（見やすくするため原表を一部編集） 
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図 IV-22 ウガンダの地域別 5歳未満児死亡率（2011年）88 

 

 
図 IV-23 ウガンダの地域別貧困状況（2009年度）（再掲）89 

                                                        
88 UBOS(2011) “UDHS 2011” P.100 
89 UBOS(2010) “UNHS 2009/10” P.76 
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「指標 4.3 はしかの予防接種を受けた 1 歳児の割合」に関連して、「UDHS 2011」には各種予

防接種の実施率が地域別に掲載されている。本表によると、都市部と地方では予防接種の実施率

に若干の差が見られるものの、それほど大きい相違ではなく、はしかの予防接種実施率について

は、同国の貧困地域である North 地域、West Nile 地域でも 70％を超えており、Karamoja 地域では

90.6％に達する。なお、指標 4.3 について、MDGs の目標値は設定されていない。 

 

 
図 IV-24 ウガンダの予防接種実施率（2歳未満,地域別）（2011年）90 

                                                        
90 UBOS(2011) “UDHS 2011” P.127 



貧困プロファイル（平成 25 年度） 
ウガンダ国 編 

35 

ゴール 5：妊産婦の健康の改善 
 （ターゲット 5.A）：2015年までに妊産婦死亡率を 1990年の水準の 4分の 1に削減する。 
 指標 5.1 妊産婦死亡率 
 指標 5.2 医師・助産婦の立ち会いによる出産の割合 

 

本指標については、「指標 5.1 妊産婦死亡率」が 2005 年度で出生 10 万対 435 となっている。、

「UDHS 2011」の掲載データでは 2004 年から 2011 年度までの平均値として出生 10 万対 43891と

なっている一方、UNESCO の Web サイトに掲載されている 2010 年の数値では出生 10 万対 310

となっており、スピードは遅いものの改善傾向が示されている。「指標 5.2 医師・助産婦の立ち

会いによる出産の割合」は 2005 年度の 42％であったが、2007 年から 2012 年の平均値は 57％と

なっており、改善の傾向が見られる。 

 

 
図 IV-25 ウガンダの妊産婦関連指標（1995年～2005年度）92 

 
 

 

図 IV-26 ウガンダの女性関連指標（2011年）93 

                                                        
91 UBOS(2011) “UDHS 2011” 巻頭 P.i 
92 MoFPED, Uganda(2010) “MDG Goals Reports for Uganda 2010” P.20 
93 http://www.unicef.org/infobycountry/uganda_statistics.html（2014/02/05 アクセス） 
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以下、「UDHS 2011」の具体的なデータを見てみる。 

 
 指標 5.1 妊産婦死亡率 
2011 年のウガンダの妊産婦死亡率を世代別に見ると、30～39 歳の死亡率がもっとも高い。 

逆に 29 歳未満の若年層と 40 歳以上の高齢層の妊産婦は、死亡率が低い。この傾向はウガンダ

全体の成人女性死亡率の傾向と明らかに異なっており、30～39 歳の女性の出産を取り巻く環境な

どに問題が存在するとみられる。Wallace (2012)のレポート94によると、ウガンダの妊産婦死亡率

が高い原因として、ウガンダ保健省の予算・人員不足が挙げられている。例えば、ウガンダでは

産科瘻孔（さんかろうこう、Obstetric Fistula）95が母体に対する危険な要因の一つであるが、ウガ

ンダ保健省はこの問題に対処するための予算を持たない。なお、「UDHS 2011」に掲載されてい

る本指標は年齢別データのみであり、地域別のデータは掲載されていない。 

 

   

図 IV-27 ウガンダの妊産婦死亡状況（左）96と成人死亡状況（右）（2011年）97 
 

                                                        
94 A. Wallace (2012) “Political and Social Challenges Facing the Reduction of Uganda’s Maternal Mortality Rates” 
“Africa Portal” No.42(Oct. 2012) 所収 
http://dspace.cigilibrary.org/jspui/bitstream/123456789/33389/1/Africa%20Portal%20Backgrounder%20No.%2042.pdf?1
（2014/02/05 アクセス） 
95 ナイジェリアの農村地域の保健衛生を研究した龍谷大学の落合雄彦(2004)の報告「ナイジェリアの産科瘻孔（フ
ィスチュラ）をめぐる疫学動向と社会問題の複合科学的研究」の科研費申請報告より、必要箇所を引用する。 
「瘻孔(フィスチュラ)とは、身体の組織器官などに形成される、通常みられない穴や管のことを意味し、産科瘻孔

とは、主に遷延分娩(難産)に起因して形成される、女性器、特に膣の瘻孔をいう。帝王切開といった適切な医療サ

ービスを受けられないことが多いアフリカの農村部では、遷延分娩が生じた場合、その母胎では、産道に詰まっ

た児の頭部が母の骨盤を強く圧迫し、膀胱や膣といった周辺組織器官への血液の循環を長時間にわたって阻害し

続ける状況がしばしば生じる。」http://kaken.nii.ac.jp/d/p/16651122.ja.html（2014/02/05 アクセス） 
96 UBOS(2011) “UDHS 2011”  P.239 
97 UBOS(2011) “UDHS 2011”  P.238 
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 指標 5.2 医師・助産婦の立ち会いによる出産の割合 
 

本指標は地域別の統計データが取られている。医師・助産婦の立会いによる出産の割合は首都

カンパラで 93.0％に達しており、都市部全体でも 89.1％であるが、地方では 52.8％に過ぎず、貧

困地域である Karamoja 地域、Southwest 地域、Eastern 地域などは地方平均を下回っている。 

 

 

図 IV-28 ウガンダの出産環境（2011年）98 

                                                        
98 UBOS(2011) “UDHS 2011” P.113 
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 （ターゲット 5.B）：2015年までにリプロダクティブ・ヘルスへの普遍的アクセスを実現する。 
 指標 5.3 避妊具普及率 
 指標 5.4 青年期女子による出産率 
 指標 5.5 産前ケアの機会 
 指標 5.6 家族計画の必要性が満たされていない割合 

 

本指標については、いずれも目標値が設定されていない。 

 

2011 年の調査99では以下の通りである。指標 5.3 が 30％となり、改善傾向にある。指標 5.4 が

134.5／1000、指標 5.5 は 94.9％／47.6％、指標 5.6 が 34.3％である。 

 

 
図 IV-29 ウガンダの家族計画関連指標（女性のみ）（1995年～2005年度）100 

 

 

図 IV-30 ウガンダの家族計画関連指標（女性のみ）（2011年）101 

                                                        
99 UBOS(2011) “UDHS 2011” 巻頭 P.i 
100 MoFPED, Uganda(2010)  “MDG Goals Reports for Uganda 2010” P.20 
101 UBOS(2011) “UDHS 2011”  巻頭 P.i（見やすくするため原表を一部編集） 
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以下、「UDHS 2011」の具体的なデータを見てみる。 

 

 指標 5.3 避妊具普及率 
 

避妊手段として、近代的手段を使う割合は増加しており、特に注射による避妊は 2 倍以上に増

えている。他方、伝統的な手段（リズム法、民俗的方法など）についても少ないながら、一定の

支持がある。「UDHS 2011」に掲載されている本指標には、地域別のデータは掲載されていない。 

 

 

 

図 IV-31 ウガンダの避妊手法と普及率（2001年度～2011年）102 

                                                        
102 UBOS(2011) “UDHS 2011” P.83 
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「指標 5.4」は、個別のデータは掲載されておらず、目標値も設定されていない。 

 

 指標 5.5 産前ケアの機会 
MDGs において、産前のケアの受診回数指標は「4 回以上」となっているため、ウガンダの数

値は 47.6％と低くなっている。ただし、ウガンダにおける産前ケアの回数は「2～3 回」が 42.4％

となっている。全く訪問しない、あるいは 1 回しか受診しない妊産婦の割合は 10％にも満たない。 

 指標 5.6 家族計画の必要性が満たされていない割合 
「UDHS 2011」によると、本指標は 2000 年以降ほとんど改善されていない。数値の推移は、 

2000 年度が 35％、2006 年が 38％、2011 年が 34％である。 

 

図 IV-32 ウガンダの産前ケア関連データ（2011年）103 

 
図 IV-33 家族計画非充足率（2000年度～2011年）104 

                                                        
103 UBOS(2011) “UDHS 2011” P.107 
104 UBOS(2011) “UDHS 2011” P.92 
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ゴール 6：HIV／エイズ、マラリア、その他の疾病の蔓延の防止 
 （ターゲット 6.A）：HIV／エイズの蔓延を 2015年までに食い止め、その後減少させる。 
 指標 6.1 15～24歳の HIV感染率 
 指標 6.2 最後のハイリスクな性交渉におけるコンドーム使用率 
 指標 6.3 HIV／エイズに関する包括的かつ正確な情報を有する 15～24歳の割合 
 指標 6.4 10～14歳の、エイズ孤児ではない子どもの就学率に対するエイズ孤児の就学率 

 

指標 6.1～6.4 についてはいずれも進捗状況が悪く、ステータスは「Reversal」となっている。 

2011 年のデータ105は「指標 6.1：データなし、指標 6.2：51.0／61.1％、指標 6.3：38.1％／39.5％、

指標 6.4：0.87」となっている。「指標 6.5」のステータスは「On Track」であり、現在進行中とな

っている。「指標 6.5」については「UDHS 2011」に掲載されていない。 

 

 

 
図 IV-34 ウガンダの HIV関連指標（2000年度～2005年度）106 

 
図 IV-35 ウガンダの健康関連指標（2011年）107 

                                                        
105 UBOS(2011) “UDHS 2011” 巻頭 P.i 
106 MoFPED, Uganda(2010) “MDG Goals Reports for Uganda 2010” P.25 
107 UBOS(2011) “UDHS 2011”  巻頭 P.i（見やすくするため原表を一部編集） 
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「UDHS 2011」Chapter 13 には、HIV に関連する具体的な調査データが掲載されている。この中

で、重要と思われるのは「指標 6.3 HIV／エイズに関する包括的かつ正確な情報を有する 15～24

歳の割合」と関連する、若年層における HIV の認識である。 

 

若年層において、男女とも HIV に対する認識が 4～50％前後と極めて低い。HIV に対する認識

は男性のほうが高い傾向がみられる。また、都市部では女性 48.4％／男性 56.7％が HIV を認識し

ているのに対し、地方部では女性 35.2％／男性 34.8％に認識率が落ちる。なお、HIV の存在を認

識している者の 9 割前後が、コンドームの使用により HIV が予防できることを認識している。 

HIV の認識については教育による格差が大きく、小学校教育を受けた者は女性 67.2％／男性

86.0％が、中学校教育を受けた者は女性 91.8％／男性 97.5％が HIV の存在を認識している。他方、

教育を受けられない女性では、認識率が 20.8％に低下する。教育を受けられない男性については

データがないが、概ね同様と推測される。このことから、正規教育を受けられない貧困層に対し

て、どのように HIV の啓発活動を行っていくかが重要になると思われる。 

 

 
図 IV-36 ウガンダの若年層（15～24歳）における HIVの認識（2011年）108 

                                                        
108 UBOS(2011) “UDHS 2011” P.107 
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 （ターゲット 6.C）：マラリアおよびその他の主要な疾病の発生を 2015年までに食い止
め、その後発生率を減少させる。 

 指標 6.6 マラリア有病率およびマラリアによる死亡率 
 指標 6.7 殺虫剤処理済の蚊帳を使用する 5歳未満児の割合 
 指標 6.8 適切な抗マラリア薬により治療を受ける 5歳未満児の割合 
 指標 6.9 結核の有病率および結核による死亡率 
 指標 6.10 DOTS（短期科学療法を用いた直接監視下治療）の下で発見され、 

治療された結核患者の割合 
 

本ターゲットの進捗状況は「SLOW」である。本件指標に関するデータを示す。 

「UDHS 2011」には、「指標 6.7」と「指標 6.8」のみが掲載されている。2011 年のデータ109は「指

標 6.7」が 42.8％、「指標 6.8」が 64.5％となっており、明らかな改善は見られない。 

 

 
図 IV-37 ウガンダのマラリア・結核関連指標（2000～2010年）110 

（注：原表の指標番号が誤っていたため、修正を加えた） 
 

 
図 IV-38 ウガンダの健康関連指標（2011年）（再掲）111 

                                                        
109 UBOS(2011) “UDHS 2011” 巻頭 P.i 
110 MoFPED, Uganda(2010) “MDG Goals Reports for Uganda 2010” P.27 
111 UBOS(2011) “UDHS 2011”  巻頭 P.i（見やすくするため原表を一部編集） 
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「UDHS 2011」の 12 章はマラリアに関する全ての統計が記載されている。この中から、重要と

思われるデータを抽出する。 
 

まず、ウガンダにおける蚊帳の所有率であるが、都市部で 80.9％、地方部で 72.4％となっている。

このうち、殺虫剤処理をされた蚊帳を所有しているのはいずれも 60％前後である。蚊帳の所有率

自体は、East Central 地域を除き、50％を超えている。また、各家庭で所有している蚊帳の平均数

は都市部が 1.9 個、地方部で 1.6 個である。 

 

 
図 IV-39 ウガンダの蚊帳の所有率（地域別）（2011年）112 

                                                        
112 UBOS(2011) “UDHS 2011” P.169 
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ただし、実際の蚊帳の利用状況は所有率を下回っている。就寝時に蚊帳を使用しているのは都

市部で 59.4％、地方部で 42.0％にとどまる。蚊帳の利用率が高い首都カンパラを除き、この傾向

は年齢別、地域別ともに大きな差が見られない。このことは、マラリア予防に有効な蚊帳の利用

方法が理解されていないためと考えられる。 

 

 
図 IV-40 ウガンダの蚊帳の利用状況（地域別）（2011年）113 

                                                        
113 UBOS(2011) “UDHS 2011” P.173 
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MDGs の「指標 6.6 殺虫剤処理済の蚊帳を使用する 5 歳未満児の割合」についても、蚊帳の利

用率の低さと同様であり、都市部・地方部ともに 40～50％の蚊帳の未利用者がいる。このことか

ら、蚊帳のマラリア予防の有効性を、ウガンダ全土において幅広く啓発する必要があると考えら

れる。 

 

 
図 IV-41 ウガンダの蚊帳の利用状況（5歳以下の子どもがいる家庭、地域別）（2011年）114 

                                                        
114 UBOS(2011) “UDHS 2011” P.173 
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マラリア発症後の対応は都市部と地方部で大きな相違が見られる。5 歳未満の子どもに高熱が

出た後に抗マラリア薬を服用する率は、都市部 63.4％・地方部 64.6％とほぼ同一である。一方、

高熱が出た後に血液検査を受ける率は都市部 52.6％であるのに対し、地方部は 22.7％に過ぎない。 

 

アフリカ地域で高熱が出る病気としてはマラリア以外に腸チフスも存在するが、症状が類似し

ており、正確な診断には血液検査を実施する必要がある。 

 

 

図 IV-42 ウガンダのマラリア発症後の対処法（地域別）（2011年）115 

                                                        
115 UBOS(2011) “UDHS 2011” P.179 
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2005 年からアメリカ政府は、世界の中でマラリアによる死亡率が高い 19 か国を対象に、USAID

を通して「President's Malaria Initiative (PMI)」を開始しており116、ウガンダも PMI の実施対象国

に含まれている。ウガンダにおいては 2007 年度以降、PMI のマラリア対策のプログラムと予算は

飛躍的に増加しており、防虫処理済み蚊帳（ITN）の配布、殺虫剤散布（IRS）、マラリア迅速診

断試験法（RDT）、各種マラリア薬配布などが実施されている。前項の表（図 IV-42）で、貧困層

が多い Karamoja 地域において、全体の 40.1％がマラリア発症後の血液検査を受診している。これ

は、PMI を含む国際的医療支援によるものと思われるが、他の地域では血液検査の受診率が低く、

今後の改善課題と考えられる。 
 

 
図 IV-43 ウガンダにおけるアメリカのマラリア対策支援状況 

（2007年度～2013年度）117 

                                                        
116 http://www.pmi.gov/about/index.html（2014/03/05 アクセス） 
117 USAID (2013) “Country Profile President's Malaria Initiative (PMI) : UGANDA” 
http://www.pmi.gov/countries/profiles/kenya_profile.pdf（2014/03/05 アクセス） 
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さらに、PMI によって 2008 年以降、ウガンダを含むアフリカ各地に、マラリアなどの虫害対策

のモニタリング拠点が多数設置されている。 
 

 

 
図 IV-44 PMIにより設置されたアフリカの防虫モニタリング拠点の推移118 

（2008年/2012年） 

                                                        
118 USAID (2013) “The President’s Malaria Initiative Seventh Annual Report to Congress April 2013”  P.19 
http://www.pmi.gov/resources/reports/pmi_annual_report13.pdf（2014/03/05 アクセス） 
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ゴール 7：環境の持続可能性確保 
 （ターゲット 7.A）：持続可能な開発の原則を国家政策およびプログラムに反映させ、 

環境資源の損失を減少させる。 
 （ターゲット 7.B）：生物多様性の損失を 2010年までに確実に減少させ、その後も 

継続的に減少させ続ける。 
 指標 7.1 森林面積の割合 
 指標 7.2 二酸化炭素の総排出量、一人当たり排出量、GDP1ドル（購買力平価）当たり排出量 
 指標 7.3 オゾン層破壊物質の消費量 
 指標 7.4 安全な生態系限界内での漁獲資源の割合 
 指標 7.5 再生可能水資源総量の割合 
 指標 7.6 保護対象となっている陸域と海域の割合 
 指標 7.7 絶滅危機に瀕する生物の割合 

 

本指標については政府報告書に未掲載のため、UNDP の 2006 年以降の統計値を合わせて見る。

「指標 7.1 森林面積の割合」が 1990 年以降、徐々に減りつつある。また、2006 年以降は経済発

展に伴い「指標 7.2 二酸化炭素の総排出量」が著しく増加している。 

 

 
図 IV-45 ウガンダの環境指標（1990～2006年）119 

 
Uganda

2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012
7.1 Proportion of land area covered by forest

Proportion of land area covered by forest, percentage 15.2
7.2 Carbon dioxide emissions, total, per capita and
per $1 GDP (PPP)

Carbon dioxide emissions (CO2), thousand metric
tons of CO2 (CDIAC)

2655 3128 3161 3366 3784

Carbon dioxide emissions (CO2), kg CO2 per $1
GDP (PPP) (CDIAC)

0.0925 0.1005 0.0935 0.0928 0.0985

7.3 Consumption of ozone-depleting substances
Consumption of all Ozone-Depleting Substances in
ODP metric tons

0 0 0 0 0.3 0.1

7.6 Proportion of terrestrial and marine areas
protected

Terrestrial areas protected to total surface area,
percentage

11.45 11.45  

図 IV-46 ウガンダの環境指標（2006年以降）120 

                                                        
119 MoFPED, Uganda(2010) “MDG Goals Reports for Uganda 2010” P.27 
120 UN “Millennium Development Goals Indicators” 
 http://mdgs.un.org/unsd/mdg/Data.aspx（2013/10/29 アクセス） 
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ウガンダで利用されている家庭用燃料を見ると、都市部では木炭が多く、地方部では薪が多い。

カンパラでは、電気、灯油、LP ガスなどがわずかに見られるが、ウガンダ全土では、家庭用燃料

の 9 割以上を薪と木炭が占めている。 

 

 

 

図 IV-47 ウガンダで利用されている家庭用燃料（2005年度/2009年度）121 

                                                        
121 UBOS(2010) “UNHS 2009/10” P.117 
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これらの燃料となる木材の伐採に関して、ウガンダ政府機関の National Environment Management 

Authority（NEMA）の報告書「State of the environment report for Uganda 2010」によると、1990 年

と 2005 年で同国の森林面積を比較すると、国の管理下にない私有地（Private Land）の森林面積が

著しく縮小している。 

 

ウガンダの森林面積減少について、FAO の衛星写真による推計では、1990 年当時 4,751,000 ha

存在したウガンダの森林が、2010 年には 2,988,000 ha まで減少していることがわかる。両者のデ

ータでは数値が若干異なるが、減少の比率と傾向は概ね同一である。 
 

 

図 IV-48 ウガンダの森林面積（1990年/2005年）122 
 
 

Country/area

1990 2000 2005 2010

1 000 ha/yr %a 1 000 ha/yr %a 1 000 ha/yr %a

Uganda 4 751 3 869 3 429 2 988 -88 -2.03 -88 -2.39 -88 -2.72

Forest area (1 000 ha) Annual change rate

1990-2000 2000-2005 2005-2010

 
図 IV-49 ウガンダの森林面積の減少（1990年～2010年）123 

                                                        
122 National environment management authority(2010) “State of the environment report for Uganda 2010” 
 http://nema-ug.org/reports/national_state_report_2010.pdf（2013/10/29 アクセス） 
123 FAO (2010) “Global Forest Resources Assessment 2010” P.229 TABLE 3 より作成 
http://www.fao.org/docrep/013/i1757e/i1757e.pdf（2013/11/29 アクセス） 
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アメリカのメリーランド大学などの研究者グループが、衛星画像などから推計した森林面積消

失地図を以下に示す。赤い部分が 2000 年～2012 年にかけて森林による被覆が失われた地域であ

る。全体として、国の中部～南部、北東部で失われた森林面積が大きい。 

 

 

 
図 IV-50 ウガンダで 2000年から 2012年にかけて失われた森林の位置図124 

（衛星写真による推測、消失した森林は赤い部分） 

                                                        
124 University of Maryland “Global Forest Change” 
http://earthenginepartners.appspot.com/science-2013-global-forest（2013/12/4 アクセス） 
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ウガンダの CO2排出量については米国の国立研究所 Carbon Dioxide Information Analysis Center

（CDIAC）がまとめており、2006 年以降の液体化石燃料（石油）消費の急増による排出量増大が

顕著である。家庭用燃料としての石油消費は限られていることから、工業用ならびに自動車の燃

料消費が増加していると考えられる。また、セメント生産による二酸化炭素排出も、1995 年以降

増加している。石炭（Solid Fuel）は、ウガンダの独立以降、ほとんど利用されていない。 
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図 IV-51 ウガンダの二酸化炭素排出量（1950～2007年）125 

                                                        
125 Carbon Dioxide Information Analysis Center, US Government “CO2 Emissions from Uganda” 
 http://cdiac.ornl.gov/ftp/trends/emissions/uga.dat より作成（2013/12/4 アクセス） 
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 （ターゲット 7.C）：2015年までに、安全な飲料水および衛生施設を継続的に利用でき
ない人々の割合を半減する。 

 指標 7.8 改良飲料水源を継続して利用できる人口の割合 
 指標 7.9 改良衛生施設を利用できる人口の割合 

 

「指標 7.8」については徐々に改善が進んでおり、「MDG Goals Reports for Uganda 2010」脚注

のデータでは都市部 91％、地方部 70％が衛生的な飲料水源にアクセスできることになっている。

しかし、2013 年 10 月発行の「Water and Environment Sector Performance Report」（ウガンダ水・環

境省）によると、自宅から 1 km 以内に衛生的な飲料水源が存在する割合は、都市部で 70％・地

方では 64％となっている126。「指標 7.9」についても、都市部・地方部ともに 35％前後に留まっ

ており、ほとんど改善が見られない。 

 

 

図 IV-52 ウガンダの衛生指標（1999年度～2005年度）127 
 

2006 2007 2008 2009 2010 2011
7.8 Proportion of population using an improved
drinking water source

Proportion of the population using improved drinking
water sources, total

67 68 70 72 73 75

Proportion of the population using improved drinking
water sources, urban

88 89 89 90 91 91

Proportion of the population using improved drinking
water sources, rural

63 65 67 68 70 72

7.9 Proportion of population using an improved
sanitation facility

Proportion of the population using improved sanitation
facilities, total

33 34 34 34 35 35

Proportion of the population using improved sanitation
facilities, urban 34 34 34 34 34 34

Proportion of the population using improved sanitation
facilities, rural

33 34 34 34 35 35
 

図 IV-53 ウガンダの環境指標（2006年以降）128 
                                                        
126 Ministry of Water and Environment, Uganda (2013) “Water and Environment Sector Performance Report 2013” P.xii 
http://www.mwe.go.ug/index.php?option=com_docman&task=doc_download&gid=623&Itemid=223（2013/12/23アクセス） 
127 MoFPED, Uganda(2010) “MDG Goals Reports for Uganda 2010” P.30 
128 UN “Millennium Development Goals Indicators” 
 



貧困プロファイル（平成 25 年度） 
ウガンダ国 編 

56 

飲用水へのアクセスについては、「UDHS 2011」によると都市部は公営や小規模の水道が多く、

地方部では井戸が多い。非衛生な水にしかアクセスできない人口は地方部の 33.6％に達しており、

表面水と不衛生な水源にしかアクセスできない状況である。衛生設備（下水など）については、

都市部では共同利用が多いことが指標を下げる原因となっている。一方、地方部では共同利用可

能な衛生施設すら 1 割程度しか存在しない。衛生施設については、都市部と地方部それぞれの状

況に対応した対策が必要と考えられる。 

 

図 IV-54 ウガンダの衛生的な水へのアクセス状況（地域別）（2011年）129 
 

 
図 IV-55 ウガンダの衛生設備へのアクセス状況（地域別）（2011年）130 

                                                                                                                                                                             
 http://mdgs.un.org/unsd/mdg/Data.aspx（2013/10/29 アクセス） 
129 UBOS(2011) “UDHS 2011” P.179 
130 UBOS(2011) “UDHS 2011” P.179 
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ウガンダ北部、中部、北西部のナイル川左岸地域などは、水場は多いものの、安全な水へのア

クセスが困難であり、厳しい生活環境の下におかれている。 
 

 

 
図 IV-56 ウガンダにおける安全な水へのアクセス状況（左）と水場の数（右） 

（2013年）131 
 

                                                        
131 Ministry of Water and Environment, Uganda (2013) “Water and Environment Sector Performance Report 2013” P.52～53 
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 （ターゲット 7.D）：2020年までに、少なくとも 1億人のスラム居住者の生活を改善する。 
 指標 7.10 スラムに居住する都市人口の割合 

 
 

都市部スラム居住人口の「割合」については、少しずつ改善されつつあるように見えるが、2002

年から 2012 年の間に、ウガンダの都市部の人口は 1.7 倍に増加している。ウガンダ政府はスラム

居住人口の数値を統計データとして公表していないが、都市部の人口と国連申告数値（％）を単

純に乗算した簡易試算を以下に示す。 
 

2002 年度：（都市部人口）2,943,500（人）×34％＝（スラム居住人口）1,000,790（人） 

2005 年度：（都市部人口）3,410,500（人）×34％＝（スラム居住人口）1,159,570（人） 

2008 年度：（都市部人口）4,372,000（人）×27％＝（スラム居住人口）1,180,440（人） 

 

スラム居住人口の割合は減少していても、実際の人口数については増加していると推測される。 
 

 

図 IV-57 ウガンダ都市部のスラム居住人口の割合（2002年度～2008年）132 
 

 
図 IV-58 ウガンダの地域別居住人口（1994～2012年）133 

                                                        
132 MoFPED, Uganda(2010) “MDG Goals Reports for Uganda 2010” P.31 
133 Uganda Bureau of Statistics(UBOS) (2012)“2012 Statistical Abstract” P.102 
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ゴール 8：開発のためのグローバルなパートナーシップの推進 
 
本項については、国家レベルのマクロ指標であるため、「Millennium Development Goals Reports for 

Uganda 2010」掲載の数値を転載するに留める。 

 

 

 
図 IV-59 ウガンダにおける MDGs ゴール 8関連指標（2005年度～2009年度）134 

(指標 8.1～8.9) 

                                                        
134 MoFPED, Uganda(2010) “MDG Goals Reports for Uganda 2010” P.32 
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図 IV-60 ウガンダにおける MDGs ゴール 8関連指標（2002～2008年）135 

 (指標 8.10～8.16) 
 

注：原典の図表に指標番号の誤りが存在する。 

正しくは Table 17が指標 8.13、Table 18が指標 8.14～8.16である。 

                                                        
135 MoFPED, Uganda(2010) “MDG Goals Reports for Uganda 2010” P.33 
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2.  食料安全保障・脆弱性による分析 

WFP が 2009 年に取りまとめた「Comprehensive Food Security & Vulnerability Analysis: Uganda」
によると、ウガンダでは北部と南部において食料供給が不安定な状態にある世帯の割合が高い。

職業別ではAgro-Labourer、External-Support Dependants、Natural Resource Dependants、Agro-Handicraft

の 4 業種が、ウガンダの全国平均よりも食料不安の割合が高くなっている。 
 

 

図 IV-61 ウガンダの地域別食料供給不安定状態（2009年）136 
 

 

図 IV-62 ウガンダの食料安全保障と職業の関係（2009年）137 

                                                        
136 WFP (2009) “Comprehensive Food Security & Vulnerability Analysis: Uganda” P.57 
137 WFP (2009) “Comprehensive Food Security & Vulnerability Analysis: Uganda” P.11 
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女性が世帯主の場合、食料不安は高くなる傾向にある。一方、世帯主の識字率が高い世帯は食

料不安が少なくなる傾向にある。 
 

食料不安が少ない世帯は、家畜の所有率、トイレの使用率が高い。また、住居の床が木材やセ

メントである割合が多いなど、経済的に安定していると見られる。 

 

 

 

図 IV-63 食料安全保障の状態とその属性の特徴（2009年）138 
 

 

 

                                                        
138 WFP(2009) “Comprehensive Food Security & Vulnerability Analysis: Uganda” P.58 
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